
平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 26日

上   場   会   社   名       株式会社ゴールドクレスト 上場取引所 東証一部

コード番号       8871 本社所在都道府県

（URL ｈｔｔｐ://www.goldcrest.co.jp/） 東京都

 代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 安 川 秀 俊
問合せ先責任者 役職名 広 報 室 長 氏名 岡  田 壮 夫 TEL (03) 3516 - 7111
中間決算取締役会開催日 平成 14年 11月 26日 中間配当制度の有無 有
中間配当支払開始日       平成 14年 12月 13日 単元株制度採用の有無 有(１単元 100 株)

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

  売   上   高     営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 45,410 30.9 8,094 4.5 7,639 4.4
13年 9月中間期 34,696 84.8 7,743 101.6 7,314 92.7
14年 3月期 68,561 13,613 12,578

      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円 銭
14年 9月中間期 3,908 3.1 218 76
13年 9月中間期 3,793 93.7 285 27
14年 3月期 6,578 422 25
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    17,869,223 株   13年 9月中間期    13,296,786 株   14年 3月期    15,579,295 株
     ②会計処理の方法の変更  無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳

円 銭 円   銭    記念配当          10 円 00 銭

14年 9月中間期 10 00 －    特別配当           -  円     銭

13年 9月中間期 － －
14年 3月期 － 20   00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
14年 9月中間期 135,663 43,290 31.9 2,424 81
13年 9月中間期 126,470 37,124 29.4 2,074 92
14年 3月期 142,610 39,833 27.9 2,227 77
(注)①期末発行済株式数 14年 9月中間期     17,853,101 株 13年 9月中間期     17,892,000 株 14年 3月期     17,880,351 株

  ②期末自己株式数 14年 9月中間期         38,899 株   14年 3月期         11,649 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
  １株当たり年間配当金
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 93,000 14,100 7,350    20 00    30 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   411 円 06 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在
における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提と
なる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の4ページ及び22ページを参照してください。

     中間(当期）純利益

       総  資  産        株  主  資 本 株主資本比率

  売   上   高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
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個別中間財務諸表等  
  
中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

期別 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

 （平成 14年 9月 30日現在） （平成 13年 9月 30日現在） （平成 14年 3月 31日現在） 

科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（資 産 の 部）       

Ⅰ 流 動 資 産       

１． 現 金 及 び 預 金 ２４,５４０  ２９,１０３  ２２,１５２  

２． 売 掛 金 ３,５４４  ７８７  ２,８６６  

３．

４．

 ５．

有 価 証 券 

自 己 株 式 

   販 売 用 不 動 産 

６９ 

－ 

９,４９３ 

 

－ 

１３ 

２,３５６ 

 － 

－ 

４,８６４ 

 

６． 仕 掛 不 動 産 ８８,３３９  ８４,６４３  １０２,５９４  

７． その他の流動資産 １,０５８  １,０５６  １,３７４  

８． 貸 倒 引 当 金 △３  △１  △６  

 流 動 資 産 合 計 １２７,０４３ 93.6 １１７,９５８ 93.3 １３３,８４６ 93.9 

Ⅱ 固 定 資 産       

１． 有 形 固 定 資 産 ８,０２１  ７,６９５    ８,０７６  

２． 無 形 固 定 資 産 １９  ９  ２１  

３． 投資その他の資産 ５７９  ８１２  ６６６  

４． 貸 倒 引 当 金 －  △４  －  

 固 定 資 産 合 計 ８,６２０ 6.4 ８,５１２ 6.7   ８,７６４ 6.1 

 資 産 合 計 １３５,６６３ 100.0 １２６,４７０ 100.0 １４２,６１０ 100.0 
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       （単位：百万円） 

期別 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

 （平成 14年 9月 30日現在） （平成 13年 9月 30日現在） （平成 14年 3月 31日現在） 

科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 
（負 債 の 部）       

Ⅰ 流 動 負 債       
１． 支 払 手 形 １１,４８５  ７,９０３  １４,６６４  
２． 買 掛 金 ５９９  ４１６  ５１０  
３． 短 期 借 入 金 ４,３００  ７,０００  ５,３００  
４． １年以内に返済予定の長期借入金 ２１,３６４  ２４,６９０  ２０,３１４  
５． 未 払 法 人 税 等  ３,７６２  ３,４５２  ３,０４５  
６． 前 受 金 ４,４１４  ４,０９３  ７,０１４  
７． 賞 与 引 当 金 ３４  ４６  ４１  
８． その他の流動負債 ８８９  ８７０  １,１６７  

 流 動 負 債 合 計 ４６,８４９ 34.5 ４８,４７２ 38.3 ５２,０５６ 36.5 
Ⅱ 固 定 負 債       
１． 社 債 １２,５００  １１,５００  １１,５００  
２． 長 期 借 入 金 ３２,７２０  ２９,０４３  ３８,９０２  
３． 退 職 給 付 引 当 金 ３２  ２５  ３０  
４． そ の 他 ２７１  ３０５  ２８８  

 固 定 負 債 合 計 ４５,５２３ 33.6 ４０,８７４ 32.3 ５０,７２１ 35.6 
 負 債 合 計 ９２,３７３ 68.1 ８９,３４６ 70.6 １０２,７７７ 72.1 

       
       
（資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金 － － １２,４９９ 9.9 １２,４９９ 8.8 
Ⅱ 資 本 準 備 金 － － １２,１９０ 9.6 １２,１９０ 8.5 
Ⅲ 利 益 準 備 金 － － ６９ 0.1 ６９ 0.0 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金       
１． 任 意 積 立 金 －  ８,０００  ８,０００  
２． 中間(当期)未処分利益 －  ４,３６６  ７,１５１  

 その他の剰余金合計  － － １２,３６６ 9.8 １５,１５１ 10.6 
Ⅴ 自 己 株 式 － － － － △７６ △0.0 
 資 本 合 計 － － ３７,１２４ 29.4 ３９,８３３ 27.9 

        
Ⅰ 資 本 金 １２,４９９ 9.2 － － － － 
Ⅱ 資 本 剰 余 金       
資 本 準 備 金 １２,１９０ 9.0 － － － － 

 資 本 剰 余 金 合 計 １２,１９０ 9.0 － － － － 
Ⅲ 利 益 剰 余 金       
１． 利 益 準 備 金 ６９ 0.0 － － － － 
２． 任 意 積 立 金 １０,０００ 7.4 － － － － 
３． 中 間 未 処 分 利 益 ８,７０２ 6.4 － － － － 

 利 益 剰 余 金 合 計 １８,７７１ 13.8 － － － － 
Ⅳ 自 己 株 式 △ １７０ △0.1 － － － － 

 資 本 合 計 ４３,２９０ 31.9 － － － － 
 負 債 ・ 資 本 合 計 １３５,６６３ 100.0 １２６,４７０ 100.0 １４２,６１０ 100.0 
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中間損益計算書 
（単位：百万円） 

期別 
当中間会計期間 前中間会計期間 

前事業年度の 
要約損益計算書 

 自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

 至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

科目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比
 ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 ４５,４１０ 100.0 ３４,６９６ 100.0 ６８,５６１ 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ３４,６６５ 76.3 ２３,８３１ 68.7 ４８,９５３ 71.4 

 売 上 総 利 益 １０,７４５ 23.7 １０,８６５ 31.3 １９,６０８ 28.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２,６５０ 5.9 ３,１２１ 9.0 ５,９９５ 8.7 

 営 業 利 益 ８,０９４ 17.8 ７,７４３ 22.3 １３,６１３ 19.9 

Ⅳ 営 業 外 収 益 １３４ 0.3 ８３ 0.3 １５１ 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ５８９ 1.3 ５１３ 1.5 １,１８５ 1.8 

 経 常 利 益 ７,６３９ 16.8 ７,３１４ 21.1 １２,５７８ 18.3 

Ⅵ 特 別 利 益 １６ 0.1 １６ 0.0 ３６ 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失 ４１ 0.1 ― ― ５２ 0.1 

 税引前中間(当期)純利益 ７,６１４ 16.8 ７,３３０ 21.1 １２,５６３ 18.3 

 法人税、住民税及び事業税  8.3 9.9 8.5 

 法 人 税 等 調 整 額 

３,７５０ 

△４４ △0.1 

３,４５０ 

８７ 0.3 

５,８６５ 

１１９ 0.2 

 中間（当期）純利益 ３,９０８ 8.6 ３,７９３ 10.9 ６,５７８ 9.6 

 前 期 繰 越 利 益 ４,７９３  ５７２  ５７２  

 中間（当期）未処分利益 ８,７０２  ４,３６６ ７,１５１  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自  平成 14年 4月  1日  
至  平成 14年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 13年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 14年 3月 31日  

1.有価証券の評価基準及び評価方法 1.有価証券の評価基準及び評価方法 1.有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)満期保有目的の債券 (1)満期保有目的の債券 (1)満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 同左 同左 

(2)子会社株式 (2)子会社株式 (2)子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

2.棚卸資産の評価基準及び評価方法 2.棚卸資産の評価基準及び評価方法 2.棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)販売用不動産及び仕掛不動産 (1)販売用不動産及び仕掛不動産 (1)販売用不動産及び仕掛不動産 

 個別法に基づく原価法 同左 同左 

(2)貯蔵品 (2)貯蔵品 (2)貯蔵品 

 最終仕入原価法 同左 同左 

3.固定資産の減価償却の方法 3.固定資産の減価償却の方法 3.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 同左 

平成 10年 4月 1日以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）
については、定額法 

  

  主な耐用年数   

   建物     3年～56年   

   構築物    10年～20年   

   車両運搬具  6年   

   器具及び備品 3年～15年   

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

定額法 同左 同左 

ソフトウエア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可
能期間（5年）に基づく定額法 
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(3)長期前払費用 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

 均等償却 同左 同左 

4.繰延資産の処理方法 4.繰延資産の処理方法 4.繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費
用処理しております。 

同左 同左 

5.引当金の計上基準 5.引当金の計上基準 5.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備
えるため,一般債権については貸
し倒し実績率により,貸倒懸念債
権等の特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。 

同左 同左 

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見込額
に基づき計上しております。 

同左 同左 

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債務
に基づき、当中間期末において発
生していると認められる見込額
を計上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債務
に基づき、当期末において発生し
ていると認められる見込額を計
上しております。 

6.ヘッジ会計の方法 6.ヘッジ会計の方法 6.ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に
よっております。なお、金利スワ
ップについては特例処理によっ
ております。 

同左 同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利変動リスクに
ついて金利スワッ
プ取引を利用して
おります。 

同左 同左 

  ヘッジ対象：ヘッジ取引により
金利変動が固定さ
れ、その変動が回
避される資金調達
取引を対象として
おります。 
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(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

資金調達取引にかかる金利変
動リスクに対して金利スワップ
により特例処理の範囲内におい
てヘッジを行っております。 

 

同左 同左 

(4)ヘッジの有効性評価方法 (4)ヘッジの有効性評価方法 (4)ヘッジの有効性評価方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロ
ー変動の累計とヘッジ手段のキ
ャッシュ・フロー変動の累計を半
期ごとに比較し、両者の変動額等
を基礎にして、ヘッジ有効性を評
価しております。ただし、特例処
理によっている金利スワップに
ついては有効性の評価を省略し
ております。 

同左 同左 

7.その他中間財務諸表作成のため
の重要な事項 

7.その他中間財務諸表作成のための
重要な事項 

7.その他財務諸表作成のための重
要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、控除対
象外消費税等については、販売費
及び一般管理費に計上しており
ます。 

同左 同左 

(2)匿名組合への出資と会計処理 (2)匿名組合への出資と会計処理 (2)匿名組合への出資と会計処理 

当社は、平成 7年 9月に航空機
の購入及びレバレッジドリース
（期間 10 年）を目的とした匿名
組合と出資契約を締結し、100百
万円を出資しております。 
当該金額は、出資金として認識
するとともに、その後の同組合の
財政状態の変動による純資産の
当社持分相当額は、匿名組合債権
または債務として処理しており
ます。また、同組合の当中間期に
属する損益の当社持分相当額を
投資損益として処理しておりま
す。 

 
同左 当社は、平成 7年 9月に航空機

の購入及びレバレッジドリース
（期間 10 年）を目的とした匿名
組合と出資契約を締結し、100百
万円を出資しております。 
当該金額は、出資金として認識
するとともに、その後の同組合の
財政状態の変動による純資産の
当社持分相当額は、匿名組合債権
または債務として処理しており
ます。また、同組合の当期に属す
る損益の当社持分相当額を投資
損益として処理しております。 
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追加情報 
 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自  平成 14年 4月  1日  
至  平成 14年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 13年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 14年 3月 31日  

自己株式及び法定準備金取崩等会計 
― 
 

― 
 

当中間期から「自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会計基
準」（企業会計基準第 1号）を適用
しております。これによる当中間
期の損益に与える影響は軽微であ
ります。 
なお、中間財務諸表等規則の改
正により、当中間期における中間
貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則
により作成しております。 
これに伴い、前中間期において
資産の部に計上していた「自己株
式」（流動資産 13百万、固定資産
51百万）は、当中間期末において
は資本に対する控除項目としてお
ります。 
 

  
 

― 
 

― 
 

自己株式 

 
 

 
 

前期において資産の部に表示
していた「自己株式」（前期末 68
百万円）は、財務諸表等規則の改
正により、当期から資本の部にお
いて控除する形式で記載してお
ります。 

所有目的の変更 所有目的の変更 所有目的の変更 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 7 百万円、土地へ 8
百万円振替えております。 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 129百万円、土地へ
129百万円振替えております。 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 130百万円、土地へ
222百万円振替えております。 
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注記事項 
 
（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 14年 9月 30日現在）  （平成 13年 9月 30日現在）  （平成 14年 3月 31日現在）  

１.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 

１７２ 
百万円  

１２２ 
百万円  

１５２ 
百万円  

２.担保に供している資産及びこれに対
応する債務 

２.担保に供している資産及びこれに対
応する債務 

２.担保に供している資産及びこれに対
応する債務 

（１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 

棚 卸 資 産 ５０,７６０ 
百万円  
棚 卸 資 産 ５９,７５２ 

百万円  
棚 卸 資 産 ５７,４１３ 

百万円  

有形固定資産 ５,８９５ 
百万円  
有形固定資産 ５,９２５ 

百万円  
有形固定資産 ５,９０３ 

百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

計 ５６,８６５ 
百万円  計 ６５,８８７ 

百万円  計 ６３,５２６ 
百万円  

   
（２）上記に対応する債務 （２）上記に対応する債務 （２）上記に対応する債務 

短 期 借 入 金 ３００ 百万円  短 期 借 入 金 ３,７００ 百万円  短 期 借 入 金 １,３００ 百万円  

１年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

２１,３６４ 百万円  １年以内に返済予定の 
長 期 借 入 金 

２４,６９０ 百万円  １年以内に返済予定の
長 期 借 入 金

２０,３１４ 百万円  

長 期 借 入 金 ３２,７２０ 百万円  長 期 借 入 金 ２９,０４３ 百万円  長 期 借 入 金 ３８,９０２ 百万円  

前 受 金 ２,５９９ 百万円  前 受 金 ３,０９７ 百万円  前 受 金 ３,２４９ 百万円  

計 ５６,９８３ 百万円  計 ６０,５３０ 百万円  計 ６３,７６５ 百万円  

   
３.保証債務 ３.保証債務 ３.保証債務 

（1）当社顧客の住宅ローンに対して抵当
権設定登記完了までの間、金融機関
に対して連帯債務保証を行っており
ます。 

（1）当社顧客の住宅ローンに対して抵当
権設定登記完了までの間、金融機関
に対して連帯債務保証を行っており
ます。 

（1）当社顧客の住宅ローンに対して抵当
権設定登記完了までの間、金融機関
に対して連帯債務保証を行っており
ます。 

一般顧客      ２,１３２ 百万円  一般顧客     ２,７８２ 百万円  一般顧客     ２,２２０ 百万円  

（2）関係会社が債権譲渡を行う金融機関
に対して連帯債務保証を行っており
ます。 

 
（2）関係会社が債権譲渡を行う金融機関
に対して連帯債務保証を行っており
ます。 

㈱ファミリーファインス ２,９０２ 百万円     ㈱ファミリーファインス ３,４５８ 百万円 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日  自 平成 13 年 4 月 1 日  自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 14年 9月 30 日  至 平成 13年 9月 30 日  至 平成 14年 3月 31 日  

１.減価償却実施額 １.減価償却実施額 １.減価償却実施額 

有形固定資産 ５５ 百万円  有形固定資産 ３２ 百万円  有形固定資産 ７３ 百万円  

無形固定資産 １ 百万円  無形固定資産 ０ 百万円  無形固定資産 ２ 百万円  

   

２.販売費及び一般管理費の主なもの ２.販売費及び一般管理費の主なもの ２.販売費及び一般管理費の主なもの 

広 告 宣 伝 費 ９３０ 百万円  広 告 宣 伝 費 １,４８７ 百万円  広 告 宣 伝 費 ３,０６６ 百万円  

人 件 費 ３８７ 百万円  人 件 費 ３３７ 百万円  人 件 費 ７６２ 百万円  

租 税 公 課 ５１１ 百万円  租 税 公 課 ６７２ 百万円  租 税 公 課 ７９１ 百万円  

      

３.営業外収益の主なもの ３.営業外収益の主なもの ３.営業外収益の主なもの 

受 取 利 息 ２９ 百万円  受 取 利 息 ４ 百万円  受 取 利 息 ７ 百万円  

契 約 収 入 ６６ 百万円  契 約 収 入 ３８ 百万円  契 約 収 入 ７３ 百万円  

施 設 賃 貸 料 ６ 百万円     施 設 賃 貸 料 １９ 百万円  

   
   顧 客 紹 介 料 ４６ 百万円  

      

４.営業外費用の主なもの ４.営業外費用の主なもの ４.営業外費用の主なもの 

支 払 利 息 ５２１ 百万円  支 払 利 息 ３７４ 百万円  支 払 利 息 ８５３ 百万円  

社 債 発 行 費 ２１ 百万円  社 債 発 行 費 １０３ 百万円  社 債 発 行 費 １０３ 百万円  

社 債 利 息 ４６ 百万円  社 債 利 息 ３４ 百万円  支 払 手 数 料 １４６ 百万円  

    社 債 利 息 ８０ 百万円  

      

５.特別利益の主なもの ５.特別利益の主なもの ５.特別利益の主なもの 

投 資 収 益 １４ 百万円  投 資 収 益 １０ 百万円  投 資 収 益 ２２ 百万円  

   固定資産売却益 ４ 百万円  固定資産売却益 １４ 百万円  

      

６.特別損失の主なもの  ６.特別損失の主なもの 

固定資産除却損 ４１ 百万円     固定資産除却損 ４４ 百万円  

      会員権売却損 ７ 百万円  
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

自 平成 14 年 4 月 1 日  自 平成 13 年 4 月 1 日  自 平成 13 年 4 月 1 日  

至 平成 14年 9月 30 日  至 平成 13年 9月 30 日  至 平成 14年 3月 31 日  

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

同左 同左 

   
内容の重要性が乏しく、契約一件当た
りの金額が少額なリース取引であります
ので、記載を省略しております。 

  

 
（有価証券関係） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 
（平成 14年 9月 30日現在）  （平成 13年 9月 30日現在）  （平成 14年 3月 31日現在）  

子会社株式及び関連会社株式で
時価のあるものはありません。 

同左 同左 

 
 
（１株当たり情報） 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 
（重要な後発事象） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 
自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

 
該当事項はありません。 

 
該当事項はありません。 

 
該当事項はありません。 

 


